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＜パートナーシップ＞
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三側面
（分野に☑）

・事業再構築のため、募集や講義実施を一旦休止したため、事
業承継件数は目標に届かなかった。再構築したプログラムを
展開し、マッチング、事業承継を推進する

2022年1件
2023年1件
2024年０件

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

（分野に☑）

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

2024年11社

・後継者を目指す人と後継者不在の企業とのマッチングから
事業承継の支援を行う

２０２１年０件→２０２４件２０件

経済

取組みの進捗状況（実施状況や指標の達成状況など）

・2021年16人→２024年60人

・節電:電力使用削減率
2021年5％
→2024年12%(対2020年比)
・ペーパーレス化
2021年10％
→2024年30%(対2020年比)

・経営幹部育成プログラムは受講者が少なかったため目標未
達成となった。2024年10月に内容を刷新し、活動を再強化

・事業所全体の節電、クラウド会計ソフト導入によるペーパー
レス化の促進等は順調に目標値を上回る推移

前期の指標に対する実績

（分野に☑）

２０２１年４社→２０２４年５０社

前期の指標に対する実績

・後継者不在の企業を募集し、後継者を目指す人材との懸け
橋の場を提供する

取組みの進捗状況（実施状況や指標の達成状況など）

・後継者候補自体の登録が目標に未達ということもあり、後継
者を探す企業の登録は目標には届いておらず、微増の状況

顧問の税理士法人、弁護士法人とも連携し、経営幹部を目指す人と後継者不在の企業に対して信頼関係を築き、事業
承継を推進するとともに、従業員に対しても、一人ひとりの状況に応じ、働きやすい職場環境の整備を図る

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標に係るこれまでの進捗状況＞

環境

社会

社会

経済

環境

環境

社会

経済

・2024年20人

・節電:電力使用削減率2024年7.8％減
(見込み・対2020年比)*人員増あり
・ペーパーレス化2024年56.7％減
(見込み値・対2020年比)

前期のSDGsに関する重点的な取組み

取組みの進捗状況（実施状況や指標の達成状況など）

前期の指標

前期の指標に対する実績

・後継者を目指す人材を育成する。

・事業所全体節電、クラウド会計ソフト導入によるペーパーレ
ス化の促進

社会

経済

環境
・経営幹部を目指す人と後継者不在の企業とのマッチングか
ら事業承継の支援を行う

事業承継の支援
・2024年2社→２０２７件３０社(累計)

社会

経済
・「SDGsに関する重点的な取組み」には環境・社会・経済の三側面の全てについて、重点的な取組みを記載してください。なお、取組みが複数の分野に該当する
場合は、それぞれの分野にチェックを入れてください。
・「指標（更新時に向けた数値目標）」には、それぞれの取組みに対する「目指す姿」の実現を念頭に、それを評価するための指標と、現状の数値および更新時（3年
後）の数値目標を記載してください。（例：採用の人数：2023年○人→2026年○人）更新時には実績を報告する必要があります。

・「パートナーシップ」には、企業やNPO法人、行政など関係機関との連携を記載してください。

・「三側面」、「前期のSDGsに関する重点的な取組み」と「前期の指標」には、前回登録申請した際に記載した「三側面」、「SDGsに関する重点的な取組み」と「指
標」をそのまま転記してください。
・「取組みの進捗状況」には、取組みの実施状況や指標の達成状況を記載してください。指標が未達成の場合は、その理由等も記載してください。
・「前期の指標に対する実績」には、「前期の指標（数値目標）」に対する実績を数値を用いて記載してください。

更新

三側面
SDGsに関する重点的な取組み

指標
（更新時に向けた数値目標）（分野に☑）

環境

①経営幹部を目指す人材を育成する
②事業所全体を節電する
③クラウド会計ソフト導入によるペーパーレス化を促進する

①人材育成
・2024年20人→２027年60人(累計)
②節電:電力使用削減率
2024年８％
→2027年１２%(対2020年比)
③ペーパーレス化・紙削減率
2024年57％
→2027年62%(対2020年比)

社会

経済

環境
・後継者不在の企業を募集し、経営幹部を目指す人材との懸
け橋の場を提供する

架け橋の場提供
・2024年１１社→2027年50社(累計)

事業者名 株式会社 南星

＜2030年のSDGs達成に向けた経営方針と目指す姿＞

経営幹部を育成して後継者不在企業とのつながりを持ち、中小企業の後継問題と廃業を抑止し、さらに若いリーダー
シップにバトンタッチすることで熊本経済の成長促進を図っていく

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標＞


